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枚数は 691 枚（400 字詰め換算）である。 
 序章「平家領・中世前期荘園制論の視角」では、平家政権研究・荘園制研究の研究史を整理し、これまで十分
に検討されてこなかった 12世紀後半における荘園制の展開と、平家政権の成立との関係を探ることを、本論文の
課題として設定する。 
 第Ⅰ部「平家領の政治史的研究」は、平家領の立荘・領有を 12世紀後半の政治史と関連させてとらえようとす
るもので、第１章から第３章までで構成される。第１章「平家領の領有構造と治承三年政変」では、伊賀国鞆田
荘・備後国大田荘などを素材に、平家領が中央政界での交渉や調整により荘域が拡大・確定したことを論じ、平
家権力を 12世紀第３四半期における立荘推進勢力と評価できることを指摘した。また、平清盛が後白河院政を停
止した治承３年(1179）政変の要因については、後白河による摂関家領相続問題への介入を契機に、高倉天皇領と
して集積されていた平家領全体に後白河が介入する危険性が生じたためであったと主張している。 
 第２章「平家政権の成立と宇佐宮領」は、平清盛が本家の地位にあった 12世紀後半の宇佐宮領を素材に、平家
政権の成立がもたらした影響を考察しようとするものである。それまで半不輸であった宇佐宮領豊前国常見名は、
治承４年（1180）に不輸化されるが、それは治承３年政変における藤原隆季の大宰帥補任、同４年の清盛の推挙
による宇佐大宮司公通の豊前守補任という事態を背景に実現されたことを論じ、平家政権の成立が宇佐宮領にお
ける領有権の確立をもたらしたことを明らかにした。 
 第３章「平重盛と朝廷儀礼」は、やや視点を変えて、仁安４年（1169）春の平清盛の福原隠棲後に、都で平家
一門を統率することになった平重盛による朝廷儀礼の執行、用途の賦課について検討したものである。1170 年代
の平家一門の動向について清盛ではなく重盛を中心に論じ、平家を清華家の家格に上昇させる意図をもっていた
ことを指摘した。 
 第Ⅱ部「荘園制の展開と平家政権」は、荘園・公領を問わず国家的課役を賦課する一国平均役の徴収形態に注
目して、荘園制の展開に平家政権がいかなる影響を与えたのかを考察するものであり、第４章から第６章までで
構成される。第４章「平家政権と国家的収取体制」は、一国平均役徴収における本所沙汰弁済が、平家政権によ
る軍役賦課を通じて小規模な一国平均役にも拡大し、そのことが建久４年（1193）の官宣旨に見える、一括免除
の対象であった荘園に対しても本所沙汰で一国平均役を賦課する朝廷の方針につながっていくことを論じた。 
 第５章「治承・寿永内乱期の戦時体制と平宗盛」では、治承５年（1181）に平宗盛が補任された惣官職の意義
を、一国平均役として軍役を本所沙汰で徴収することを貴族社会で合意させるための措置であったと述べている。 
 第６章「鎌倉前・中期における一国平均役徴収方式」は、鎌倉前・中期における一国平均役の徴収方式を検討
して、平家政権のもとで拡大された本所沙汰弁済がその後も継続していた事実を明らかにし、また鎌倉期の国家
的収取で大きな比重を占める「御訪」も、本所沙汰弁済の一形態として理解するべきであることを主張した。 
 終章では、本論文の論点を整理し、鎌倉幕府の全国支配と荘園制との関係を今後の検討課題として展望した。 
 
【論文審査の結果の要旨】 
 本論文は、戦後の日本史研究において膨大な量の研究が蓄積され、現在も多くの論点が提示され続けている平
家政権研究と荘園制研究の双方の成果を踏まえ、貴族の日記類や荘園関係文書を収集・分析して、平家政権と荘
園制との関係を考察しようとした意欲的な論考である。本論文の第一の成果は、平治元年（1159）の平治の乱以
降を漠然と平家政権の段階ととらえる旧説を排し、平家一門の動向を実態に即して厳密に段階区分する新たな研
究水準に立って、平家権力を 12世紀第３四半期における立荘推進勢力という独自の視点からとらえ、朝廷内にお
ける平家の政治的成長とともに平家領の荘域が拡大し、不輸化する動向を具体的に明らかにしたことである。こ
れまでの平家領研究が、『平家物語』に描かれているような強大な平家政権のイメージを前提に、実証的手続きが
不十分なまま進められてきたのに対し、本論文は、治承３年（1179）の平家政権成立が地域社会に与えた影響を、
宇佐宮領常見名などを素材に実証的に解明し、説得力のある見解を提示することに成功した。 
 本論文の第二の成果としては、平家政権の成立と荘園制の展開との関係について、国家的課役を荘園制の収取
体制を通じて徴収する一国平均役の本所沙汰弁済から検討し、平安末期から鎌倉中期という長いスパンのなかで
平家政権の意義を考察したことである。一国平均役の一括免除特権を認めず、本所沙汰で弁済させる徴収方式は
鎌倉中期まで維持されるが、それが治承・寿永内乱期における平家政権による軍役賦課を契機に定着したという
論点は、本論文によってはじめて示されたものであり、平家政権論に新たな地平を開くものといえよう。 
 このほか、平清盛福原隠棲後の重盛による朝廷儀礼への関与や、内乱勃発後の宗盛による公事執行などに関す
る分析も、清盛を中心にすえるこれまでの平家一門研究では十分に検討されてこなかった問題であり、本論文の
貴重な成果と評価される。 
 とはいえ、本論文にも問題がないわけではない。平家一門が12世紀第３四半期に立荘推進勢力となった理由や、
政権成立前後における立荘への関わり方の違い、また平家政権が一国平均役の軍役を本所沙汰で徴収する背景に
あった内乱状況などが、本論文では正面から検討されておらず、平家政権固有の特質が荘園制の展開に影響を与
えたという論拠にやや弱い点があるからである。しかし、これらはいずれも今後の課題であり、本論文の達成を
もとにさらに研究を深めていくことで克服されるものと思われる。本論文はその基礎となる価値を十分に有して
いる。 
 よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 
